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研究成果の概要： 
 

本研究の主な目的は、低所得国であるフィリピンと急激な経済成長を成し遂げている中国を
研究対象とし､今までの研究成果から得られた知見と日本の廃棄物リサイクル実態を総合的に
分析した上､アジア型リサイクルループのあり方について基礎的な考察を行うことである。 

当初、本研究では、アジアにおけるリサイクルループの構築可能性について考察を続けてい
たが、持続的な国際資源循環のループ構築よりは、各国における資源確保の動きが目立ち始め
ている。特に中国の場合、国内の環境汚染対策を強めており、廃棄物資源の野焼き、不適切な
処理、不法投棄などは大幅に減少してきた。しかし、資源確保の動きが非常に強まっており、
廃棄物資源の輸入には積極的な姿勢を見せているものの、加工された資源輸出には消極的であ
る。今後、ますます厳しくなると思われる韓国の資源確保の競争、廃棄物をはじめとする環境
汚染の越境問題を解決し、アジアにおける資源の循環システムを構築するためには、まず、国
内法の再整備が必要であろう。国際的な資源循環を見据えたリサイクル法制度を整備しながら、
資源循環部門の技術協力（ハード及びソフト面）・政策支援を行いながら、国内外における資源
循環及び再加工資源循環リサイクルループの構想を固めていく必要がある。 

一方、中国、フィリピンなどのアジア諸国は、コミュニティベースのリサイクル政策を構築
していく必要がある。また、大都市と地方都市間の地域格差を十分考慮しながら、国家のリサ
イクル制度を導入・整備していく必要がある。各自治体は、地域の特徴（市民組織、民間企業、
NGO などの潜在能力）を利用し、総合的な廃棄物管理政策を確立していく必要がある。その
際、国際協力及び支援の視点が重要であり、廃棄物の輸出入・資源循環などハード面のリサイ
クルループだけではなく、リサイクル技術支援、人的交流、廃棄物リサイクル及び排出権取引
などとの組み合わせによるソフト面のリサイクルループを構築していくべきであろう。 
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１．研究開始当初の背景 

世界各国は多様な文化や社会･経済システ
ムを持っているが､共通の廃棄物問題を抱え
ており、廃棄物の減量化、再資源化､適正処
理に努めている。各国の廃棄物行政は廃棄物
の減量化を図ってきたが、あまり減量効果が
現れず､最近は排出された廃棄物を如何に有
効利用するか（リサイクル）に焦点が当てら
れている。特にアジア諸国の廃棄物リサイク
ル制度は、ドイツ、フランスなどのヨーロッ
パ諸国の制度に強い影響を受けており、これ
らの制度をベースに廃棄物政策を整備して
きた。しかし、最近はドイツでもリターナブ
ル容器の使用量が減少し、廃棄物を中国へ輸
出するなど、廃棄物問題解決の難しさと国際
化が伺える。 

一方、日本は｢容器包装リサイクル法｣を制
定してからもはや 10年が経とうとしており、
最近その改正に向けた様々な議論が行われ
ている。これらの議論の焦点は生産者の責任
を拡大し、消費者や自治体の負担を軽減させ
ることである。日本の廃棄物行政はフランス
の政策をベースにしていると言われている
が、フランスの制度より良いシステムが作ら
れたとは言い難い。政府、生産者、自治体、
消費者、市民団体、リサイクル業者などの各
主体の役割や責任が明確ではなく、費用負担
の原則も曖昧である。そもそもリサイクルの
原則や考え方さえも一貫性が欠如している。
一方、EU 諸国は 90 年代の前半から‘拡大生
産者責任’という原則にもとづき、各国にお
いて積極的なリサイクル制度を導入・運営し
ている。EU 各国には様々なリサイクル制度
が存在しているが、共通認識のもとでリサイ
ク ル 推 進 し て い る わ け (Uniformity in 
Diversity)であり、ドイツ、フランスを中心
に 22 ヶ国が参加する「PRO EUROPE」と
いうリサイクル組織がつくられている。 
 アジアでは､優れたリサイクル技術を有し、
大量の廃棄物を排出・処理・再資源化してき
た日本が、アジア型のリサイクルループの構
築と開発途上国における廃棄物行政および
リサイクル技術支援のイニシアチブをとる
べきであるが、現実は日本国内の問題解決に
追われている状況である。  
 
２．研究の目的 

本研究は､上記の背景と問題意識を踏まえ
て、急速な経済成長と廃棄物の増加、廃棄物
の越境問題の深化が予想されるアジア諸国、
とりわけ中国・フィリピンのリサイクル実態
と課題（特に廃プラスチック類）を分析した
上、これらの課題を解決していくために､今

後日本がどのような対応をしていくべきか
について基礎的な考察を行う。そして、各国
におけるリサイクル意識、リサイクル文化､
再資源化政策の方針､経済および技術レベル､
各主体間および国際的なパートナーシップ
などの特徴を十分考慮した文理融合的な政
策研究を目指す。 
本研究の主な目的は、低所得国であるフィ

リピンと急激な経済成長を成し遂げている
中国を対象とし､今までの研究成果から得ら
れた知見と日本の廃棄物リサイクル実態を
総合的に分析した上､アジアにおけるリサイ
クルループ(PRO ASIA)を実現するための基
礎的な考察を行うことである。 
 
３．研究の方法 
日韓は、拡大生産者責任制度にもとづいて、

様々な廃棄物リサイクル政策を導入してい
るが、中国を中心に再生資源の需要が高まっ
ており、廃棄物の越境が大きな問題となって
いる。これらの問題については国立環境研究
所の研究グループで詳細な研究を行ってお
り、本研究は、これらの成果を参考にしつつ、
低所得国であり、リサイクル技術水準の低い
フィリピンの廃棄物行政、コミュニティ中心
のリサイクル及び地域の福祉厚生支援プロ
ジェクトを分析した。特に、マニラ市とラプ
ラプ市のヒアリング調査、廃プラスチックの
リサイクルを取り組んでいるコミュニティ
へのインタビューを実施した。 
 日本と中国の社会は仏教の思想が根底に
あり、フィリピンは人口の 9 割以上がカトリ
ック信者であるほど宗教の影響力が強い国
である。また、韓国には儒教や仏教的な考え
方が支配的であるが、キリスト教やカトリッ
クの影響力も無視できない。そして､中国と
それ以外の調査対象国とは社会システムが
全く異なる｡廃棄物行政やリサイクル政策の
変遷過程、その特徴とアジアにおける統一政
策（方針）の可能性､主体間のパートナーシ
ップの分析は現地調査の際、専門家へのヒア
リングやインタビュー調査を中心に実施し
た。 
上海市では主に上海市政府環境局、焼却工

場・上海交通大学大学などのヒアリング調査
を実施した｡これらの調査は中国国内におけ
る各主体の役割と活動内容を調べるためで
あり､社会主義国家における各主体間の関係、
機能と役割についての分析を試みた。 
 フィリピンは排出された廃棄物の大半が
何の処理もせずに埋立地に運ばれており､メ
トロマニラの場合､埋立地の確保および適正
管理の問題､廃棄物の減量化やリサイクルの



推進が必要である｡衛生処理､埋立地の延命
を図るためには焼却政策も有効であるが､環
境 NGO の猛烈な反対により､焼却は政策代
案から外されているため､政府と自治体は新
しい政策提案ができないまま､埋め立てを続
けている状況である｡しかし､フィリピンに
はこれらの廃棄物をリサイクルする技術が
ない｡手作業による工芸品の政策やコンポス
ト程度である｡ 

本研究では、フィリピンに廃棄物行政（環
境省、マニラ市政府及び NGO、Payatas 埋
立地管理事務所、Junk Shop など）の現状と
課題の実態を調査分析し、そして､政府､自治
体､企業､環境 NGO との関係を調べた。特に、
コミュニティベース（KILUS, Lapu Lapu 
City）のリサイクル活動を中心に、詳細な事
例分析を試みた。 
 特に、各国の廃プラスチックリサイクルに
関する政府・住民・自治体・NGO などの考
え方、意識の違いなどを重点的に分析した。 
また、日本のプラスチック製容器包装廃棄物
リサイクルの実態調査（ヒアリング調査及び
組成分析）を行い、既存の政策の課題を導出
した。 

平成 18，19 年度は各国の国内における主
体間のパートナーシップのあり方や連携方
法について考察したが、平成 20 年度はこれ
らの議論に加えて国際的なパートナーシッ
プのあり方について政策提言をまとめた。 

本研究では、今後ますます厳しくなると思
われる資源確保の問題、廃棄物をはじめとす
る環境汚染の越境問題を解決し、アジアにお
ける資源の循環システムを構築するために
は、どのような考え方、政策、システムの下
で国際的なリサイクルループを構築してい
くべきか､日本の役割と各国との協力関係に
ついて新たな知見を示し、今後アジアにおけ
るリサイクルネットワーク構築に向けた基
礎研究を行った。 
 
４．研究成果 

本研究は、中国、フィリピンを対象に各国
の廃棄物リサイクル政策の基本方針、処理方
法について基礎的な調査を行った。また、日
本の現状を分析し、その比較を試みた。特に
本年度は中国上海市、フィリピンマニラ市の
現地調査を行い、両都市のゴミ清掃工場、埋
立地、廃棄物行政、環境 NGO、研究機関の
フィールド調査とともに関係者のヒアリン
グ調査を行った。 
 各国の廃棄物政策・リサイクル技術及び環
境意識・ごみ質などが異なることは言うまで
もなく、それぞれの特徴があることを注意し
なければならない。例えば、中国は中央政府
の強い力を活かして、様々な廃棄物リサイク
ル制度を導入しているが、国内における地域
格差（リサイクル技術・ごみ組成・環境意識

など）が大きく、画一的なリサイクル政策の
導入には限界があると考える。また、近年、
廃棄物資源に対する需要が急増し、各国の国
内における廃棄物資源市場が拡大している
ものの、日本や韓国などからの廃棄物資源輸
入が増加しているよりは、国内廃棄物の処理
やその有効利用に注目していることが分か
った。結局、将来的にアジアのリサイクルル
ープを構築するのは、廃棄物資源の国際循環
というよりは、国際的な協力や支援によるリ
サイクルループの構築が望ましいことが分
かった。 

 

中央政府
の政策

廃棄物の
急変

（量・質）

地域格差
（大都市・

地方）

リサイクル
技術

再生資源の
確保

図１中国の廃棄物管理の特徴と最近の動向 
 
この研究を始めた2006年から2008年半ば

までには、資源価格の高騰により、国際的な
資源循環のネットワーク構築に大きな問題
はないように見えた。しかし、資源価格の乱
高下、需要の少ない廃プラスチックの処理問
題、大都市から排出される廃棄物（生活系、
家電、自動車など）の大都市周辺地域や中西
部地域への流出、不適切な廃棄物処理（野焼
き、不法投棄など）等々解決すべき問題が山
積している。しかし、日本、韓国などから流
入される廃棄物資源の確保に力を注いでお
り、再生資源を輸入・加工し、国内産業の原
材料として利用しているが、輸出には消極的
である（図 1）。 
一方、フィリピンでは、基本的に廃棄物行

政の予算が少なく、基本的な廃棄物処理・管
理に外国からの支援を求めている部分も多
い。しかし、中央政府や大企業による体系的
な廃棄物管理及び再資源化システムが効率
的に運用されていない状況である。ところが、
廃プラスチック（テトラパック）を再利用し
て製品（バック、リュック、アクセサリなど）
を製造し、地域コミュニティのまちづくり、
子供の教育を支援する方法(KILUS)、埋立地
の Waste Picker を組織的に管理し、Junk 
Shop を活性化させる方法など、NGO、市民
組織などを有効に利用しながら地域に根ざ
した廃棄物行政の可能性もみられる。また、
フィリピンマニラ市の Payatas 埋立地では、
Waste Pickers 組織を活用したリサイクル活



動とともに、CDM の一環として埋立地のメ
タンガスを回収し、電力を生産するなど、新
たな国際協力のあり方を通した総合的な廃
棄物管理政策のあり方を見つけることがで
きた（図 2）。 
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図 2 フィリピンの総合廃棄物管理の可能性 
 

図 3 Payatas のメタンガス回収量の推定 
 
 日韓のリサイクル政策・廃棄物の発生と処
理動向は、アジア諸国に様々な影響を与えて
いる。例えば、日本は、最新のリサイクル技
術及び制度を導入しているが、これらの妥当
性を明確に分析する必要がある。 

フィリピンの一部の地域では、少ない予算
と低技術レベルでも、地域住民の雇用や福利
厚生に役立つ廃プラスチックのリサイクル
ネットワークが構築されている。さらに、エ
ネルギー回収、再生資源の再利用・リサイク
ルを組み合わせることによって、総合的な廃
棄物管理及びリサイクル政策の構築可能性
を見出すこともできる。最終年度は、これら
の調査分析の結果をまとめて、 アジア型の
リサイクルループの構築可能性に関する政
策提言をまとめた。特にフィリピン KILUS
における女性中心の NGO 活動が、政府主導
の廃棄物管理政策を上回る成果が出ている
ことは興味深い。一方、日本のプラスチック
製容器包装リサイクルの現状をみると、分別、
収集、運搬、リサイクルプロセスにおいて非
効率的な要素が多い。高度のリサイクル技術

を有するにもかかわらず、わかりにくい制度
設計（分別・収集・リサイクル技術の指定）、
複雑なリサイクルシステムが効率のよい資
源循環を妨げている。また、プラスチックご
みの組成を分析（図 4）してみると、リサイ
クルに適しないごみの割合が高く（制度上の
問題）、単一物質が効率よくリサイクルでき
るような制度設計の見直しが必要である。つ
まり、政策決定のプロセスに政府、企業、住
民とのコミュニケーションがうまくとれて
いないと考える。 
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図 4 仙台市のプラスチック製容器包装  
廃棄物の組成分析結果 

  
2008 年は原油や資源価格の高騰により、

一時期廃プラスチックに関しても海外輸出
による収益性が確保された。しかし、世界的
な経済危機で、このような流れも長続きでき
なくなっている。当初、本研究では、アジア
におけるリサイクルループの構築可能性に
ついて考察を続けていたが、持続的な国際資
源循環のループ構築よりは、各国における資
源確保の動きが目立ち始めている。特に中国
の場合、国内の環境汚染対策を強めており、
廃棄物資源の野焼き、不適切な処理、不法投
棄などは大幅に減少してきた。しかし、資源
確保の動きが非常に強まっており、廃棄物資
源の輸入には積極的な姿勢を見せているも
のの、加工された資源輸出には消極的である。 
結局、国際的な技術協力や政策支援によっ

て、国内におけるリサイクルループ、廃棄物
管理政策、リサイクル技術を確立した上、各
国が対等な立場で廃棄物資源の国際的なリ
サイクルループを構築していくべきである。 

すなわち、廃棄物のリサイクルは誰の責任
で、誰がコストを負担し、どのような方法で



リサイクルするかの問題である。国内的にも
国際的にも廃棄物リサイクル問題の解決は
これらの問題を解決することが重要である。 
 アジアという同じ地域に住んでいてもモ
ノを大切にする気持ち、リサイクル（環境問
題）に取り組む考え方、リサイクル政策の決
定プロセス、市民活動の力、リサイクル技術
の選択基準には大差が ると思われる。 

図 5 廃棄物管理政策（開途国）の考え

図  アジア型リサイクルループの概念図 
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